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１　はじめに
　オーストラリアの政府間財政関係では，垂直的財政不均衡と呼ばれる州
政府の歳出責任と課税力の乖離，州財政での連邦政府からの一般目的補助
金や特定目的補助金への高い依存が特徴としてみられてきた1)。こうした
州財政の連邦財源への高い依存は，(1)非効率な州租税構造をもたらす，(2)
州の財政責任をあいまいにさせる，(3)補助金を目指した地域の利益誘導を
引き起こす，(4)連邦政府による州政府へのコントロールを生む等といった
多くの政府活動の非効率をもたらす可能性が指摘されている(ｃｏｍｎs1993,
AccessEconomics1995,Walsh1996,花＃1999)ｏ
　報告では，オーストラリアでの財政分権化や税源移譲と政府活動の効率
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性の関係を考察する。まず, Grossman (1992)を発展させ, Brennan and
Buchanan (1980)による政府間財政関係での｢リバイアサン仮説｣に実証
分析を試み，オーストラリアにおいて，立憲段階で財政分権化や税源移譲
を進めることは，公共部門の効率性の向上，特に，政府活動の肥大化を食
い止める有効な手段となりうるかどうかを検討する。次に，財政分権化を
徹底させるために連邦政府から州政府に基幹税である所得税や消費税の税
源移譲や政府間での租税競争の活用を考えた場合，オーストラリアでは憲
法レベルで分権化を阻む制約や負の誘因が存在することを明らかにする。
さらに，オーストラリアでは2000年７月に付加価値税である財・サービ
ス税(ＧＳＴ)を導入する抜本的税制改革が行われたが，財政分権化の視点
から見てこの税制改革がどのような結果をもたらすことになったのか，評
価を加える。
２　オーストラリア政府間財政関係における垂直的財政不均衡
　表１は，オーストラリアの一般政府部門を連邦政府，州政府，地方政府
の三層に分類し，自己目的(他層政府への補助（交付金を除いた)歳出と租
税収入の構造を示している。歳出では，総歳出額に占める連邦政府の構成
比がおよそ55％であるのに対し，州・地方政府の構成比は45％近くを維
持している。これに対し，税収構成では，総税収額に占める連邦税収の構
成比は75％にも達する一方で，州・地方税収の構成比はわずか25％にす
ぎない。すなわち，オーストラリアの政府間財政関係では，連邦政府は自
らが供給する以上に財源を集める一方で，州政府は自らの税収をはるかに
超える歳出活動を行うといった垂直的財政不均衡が存在しているｏ
　垂直的財政不均衡の構図は，戦後のオーストラリア政府間財政関係の大
きな特徴としてあげることができる。表２は，連邦と州政府それぞれにつ
いて，1938-39年からから1994-95年の期間での総支出額に占める自己税
収のシェア(Ｔ/Ｅ)，自己目的支出額に占める総自主財源のシェア(Ｒ/Ｏ)，総
　　　　　　　　　　　　　　－350－
表１　連邦・州・地方政府の自己目的歳出と税収構成　1999-00年(est)
表２　オーストラリア政府間財政関係での垂直的財政不均衡:
　　　　　　1938-29年から1994-95年の期間
支出額に占める連邦からの補助金のシェア(G/E)の変化を示している。オ
ーストラリアの政府間の財政関係では,1948-49年以降，財源が連邦政府
に集中する一方で，州政府は自らの歳出の大半を自主財源によってまかな
うことができなくなり，連邦補助金に依存した財源調達が行われることに
なった。こうした構造変化をもたらすことになる大きな要因として，後の
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節で検討を加える1942年の統一所得課税の導入が考えられる。オースト
ラリアでは，第二次世界大戦の開始に伴い，戦時の財源調達手段として連
邦政府が独占して所得課税を担うことになったが，戦後におけるこのシス
テムの継続は，連邦制国家のなかでも特異な連邦政府の財源に依存した政
府間財政関係をもたらすことになった2)。
　こうしたオーストラリアの政府間財政関係での垂直的財政不均衡の存在
は，非効率な州租税構造をもたらす，州政府の財政責任をあいまいにさせ
る，補助金の増大が地域の利益誘導の温床につながりやすくなる，連邦政
府による州財政のコントロールが生じる，将来の財源調達の不確実性から
中長期レベルでの州予算計画が立てられない，予算外で資本プロジェクト
が運営されるなどといった，政府活動の非効率につながる可能性があるこ
とがこれまでの研究で指摘されてきた(Collins 1993, AccessEconomics 1995,
Walsh 1996,花＃1999)o
3　政府間財政関係でのリバイアサン仮説
　図１は，オーストラリア連邦・州政府(一般政府)での自己目的(他政府
への移転を除いた)歳出額のＧＤＰ比の推移を示しているｏそこでは，長期
的なトレンドとして，連邦・州政府双方で政府部門の肥大化傾向をみるこ
とができる。
　そこで, Grossman (1992)を発展させ，政府間財政関係での財政分権化
の不徹底や補助金を通じる州政府間の結託が政府肥大化をもたらすとする
リバイアサン仮説(Brennan=Buchanan1980)に実証分析を試みた。政府間財
政関係でのリバイアサン仮説は以下の財政分権化仮説と補助金依存仮説に
よって示される。
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図１　自己目的歳出(Ｏｗn purpose outlays)のＧＤＰ比(一般政府)
　まず，財政分権化仮説では，歳入最大化を目指すリバイアサン政府を想
定した場合，立憲段階で政府の課税や支出権限を分権化することは，政府
活動の肥大化（非効率の増大）を食い止めることができると考えられる。
つまり，分権化によって地域間競争が行われると，人々は効率的な政府を
選ぶことになり，政府のレントシーキング活動を抑制することが可能とな
る。特に，ティブーが想定するような摩擦が全くない世界では，政府の独
占的活動で人々が搾取される可能性はなくなってしまうｏ従って，財政分
権化（連邦から州・地方政府への財源および歳出配分のシフト）は，政府規模
と負の相関があると予想される。
　次に，補助金依存仮説では，州・地方政府などの下位に位置する政府は，
連邦政府と結託することで，財政分権化仮説による規律付けを骨抜きにし
ようとする側面が検討されるｏすなわち，州・地方政府は，リバイアサン
政府を封じ込める地域間競争を回避するために，お互いに結託して課税権
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表３「財政分権化仮説」および「補助金依存仮説」についての過去の実証研究
を連邦政府に委ね，連邦による一括かつ歳入を最大にするような全国課税
を選択すると考えられるｏ連邦政府によって徴収された一括税収は，政府
間補助金という形で州・地方政府間に政治的に配分されることになる。従
って，連邦政府の課税権の範囲が広がれば広がるほど政府の肥大化が進む
と考えられ，補助金依存度と政府規模は正の相関があると予想される。
　こうした政府間でのリバイアサン仮説について実証分析を試みた既存研
究が多くある。表３は，代表的研究を表している。既存研究をサーベイす
る限り，双方の仮説について断定的な実証結果が得られていない。
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実証分析：マクロ的側面
　そこでGrossman (1992)に基づき，上の二つの仮説について実証分析を
試みた。推計式は，以下の(1)式に示される。ここで，被説明変数には，
公共部門の活動規模を示す，ＧＤＰシェアに占める公共部門(一般政府)の
支出総額の比率を用いた。説明変数には，分権化仮説を検証するため，歳
出サイドでの分権度が総政府支出に占める州・地方政府のシェアを，補助
金依存仮説を検証するため，歳入サイドでの総政府支出に占める補助金
（一般目的補助金，特定目的補助金双方を含む)のシェアを用いた。コントロ
ール変数としては, Grossman (1992)と同じく，経済活動の拡大にともな
う経費膨張の影響を示すワグナーの法則の影響を見るため一人当たり可処
分所得ＰＹtを，公共サービス供給での規模の経済の影響を見るため人口
規模ＰＯＰtを用いた。
ここで，
EXS, : 公共部門の規模（ＧＤＰシェア）
BUNKER : 総政府支出に占める州・地方政府のシェア
HOJOIZON^ : 総政府支出に占める補助金（一般目的補助金，特定目的補助金
　　　　　　　　双方を含む）のシェア
Xt ：コントロール変数（一人当たり可処分所得PYt,人口規模ＰＯＰt）
et :誤差項
　データ期間は，1960年以前と1961年以降で一般政府と公企業との間で
の統計分類の見直しがあったことを考慮して1961-1994年とし, Grossman
（1992）の研究よりも近年のデータをReserve Bank of Australia (Foster
1996）を用いて分析した。表４は，０ＬＳを用いた推計結果を示している。
まず，０ＬＳの分析結果では，分権化仮説，補助金仮説ともに有意となる
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表4　0LSを用いた結果
結論が得られた。しかし，０ＬＳの推計結果では，ダービンワトソン値が
低いため，通常の時系列分析でみられる誤差項間で系列相関が生じている
可能性が考えられる。
　そこで，次に，誤差項間で系列相関を取り除くためにコクラン・オーカ
ット法を用いて再推計を行った。推計結果は，表５に示される。
　コクラン・オーカット法を用いた分析でも，分権化仮説，補助金依存仮
説を示す変数の有意性が確認された。分権化仮説を示す変数はマイナスの
値をとっており，オーストラリアの歳出配分で地域間競争の欠如に由来す
る公共部門活動の非効率性が存在していることを示している。また，補助
金依存仮説を示す変数はプラスの値をとっており，オーストラリアの政府
間財政関係では，中央政府だけでなく州・地方政府サイドも補助金依存関
係を維持することで地域間競争を回避し，公共部門全体での非効率が温存
されている可能性を示している。また，ワグナー法則，公共支出の規模の
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表５　コクラン・オーカット法を用いた結果
経済を示すコントロール変数はともに有意とはならなかった。
　さらに，近年，歳出，歳入両面から地方分権化を表す指標が, Steunen-
berg and Mol (1997)，赤井・鷲見(2001)らによって検討されている。ここ
では，赤井・鷲見(2001)の成果を用い，歳出分権度としての政府総歳出額
に占める州・地方歳出の割合(ＥＤＩ)と税収分権度としての政府税収総額に
占める州・地方税収の割合(ＴＤＩ)の両面を考慮した分権化絶対係数を求め，
地方分権化仮説の再推計を行った。分権化絶対係数は次の式で示される。
　分権化絶対係数(ＡＣＢＵＮ)＝ﾂﾞぷ盲勺二函石/岬　　　　　　　(2)
　表６は，分権化仮説の検証に，分権化絶対係数を用いて推計を行った結
果を示している3)。ここにおいても，同様，分権化仮説の有意性，オース
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表６　分権化絶対係数を用いた推計結果
　　(コクラン・オーカット法を用いている。)
トラリアでの地方分権化による地域間競争の不足が公共部門の効率性向上
をさまたげている側面が確認される。
実証分析：ミクロ的側面
　我々はさらに, Grossman (1992）と共通して確認された政府間財源配分
での補助金依存が政府活動の肥大化につながるとする補助金仮説は近年
（1990年代を通じ）の財政運営でどのようなインプリケーションを持ってい
るかを検討するため，政府各部門（連邦政府と各州・地方政府）のパフォー
マンスとどう結びついているのかをミクロ的視点から検討した。
　特に1990年代は，オーストラリアでミクロ経済改革とよばれる規制緩
和，行財政改革が積極的に進められた時期であり，政府間関係では，一般
目的補助金を中心とする財政移転の総額が抑制されてきたことはよく知ら
れている(Grewal 1995 及び花＃1999）。こうした補助金の削減は，すべて
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の政府部門の活動を抑制することになったのか，それとも特定の部門の抑
制が余儀なくされることになったのか，さらにそこでの問題点は何かを明
らかにしたい。
　図２は，連邦政府（一般政府）の歳出規模，歳出に占める政府間財政移
転の比率を示している。 1990年代を通じて政府間財政移転を含む連邦歳
出規模は，1996年までほぼ横ばいで推移した。これに対し，総歳出に対
する政府間財政移転である一般目的補助金，特定目的補助金のシェアでは
低下傾向がみられた4）。すなわち，連邦政府はこの期間に自らの（自己目
的の）歳出規模は維持もしくは増加させる一方で，州政府に対する財政移
図２　連邦政府（一般政府）の歳出規模に対する
　　　　政府間財政移転の比率の推移
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転を削減することになった。
　次に，政府間財政移転が州・地方財政パフォーマンスにどのような影響
を与えているのかを検討する。図３は，各州経済活動での公共部門への依
存度を，州民総生産(ＧＳＰ)に占める州・地方一般政府の歳出総額の比率
の変化を検討した5)。公共支出規模が相対的に高いのは，北部特別地域
(ＮＴ)，タスマニア州(ＴＡＳ)，南オーストラリア州(SA)である。これに対
し，ニューサウスウェールズ州(ＮＳＷ)，ヴィクトリア州(ＶＩＣ)，クイーン
図３　州民総生産(ＧＳＰ)に対する州・地方政府歳出総額
　　　　　　（一般政府)の比率の推移
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ズランド州(ＱＬＤ)，西オーストラリア州(ＷＡ)，首都特別地域(ＡＣＴ)は相
対的に低い公共支出規模を示している。 1990年代を通して北部特別地域
(ＮＴ)，タスマニア州(ＴＡＳ)などでは継続して高い公共支出のシェアを保っ
ている。特に，北部特別地域(ＮＴ)では歳出規模縮小があまり進まず，近
年では逆に規模拡張がみられる。それ以外の州では基調として1990年代
を通じ縮小傾向がみられる。歳出規模縮小が顕著に現れたのは，1991年
から1997年にかけての南オーストラリア州(SA)，1992年から1995年に
かけてのヴィクトリア州(ＶＩＣ)などである。
　そこで，政府間財政移転を一般目的補助金と特定目的補助金に分け，各
州の補助金への依存構造を見た6)。まず，図４は，州一般政府の歳出総額
に対する一般目的補助金額のシェアを示している。一般目的補助金額のシ
ェアは，多くの公共部門依存度が高い州で大きく，逆に公共部門依存度が
低い州では小さい。北部特別地域(ＮＴ)で一般目的補助金のシェアが最も
高く，1997年にやや低下がみられたが，それまでは55％近くにも達する
財源を依存してきた。次に，タスマニア州(ＴＡＳ)のシェアが高く, 30%
近くにもなっている。これに対し，それ以外の州では，15から20％の依
存度になる。但し，首都特別地域(ＡＣＴ)については，1990年代当初高い
依存がみられたが，これは，1989年に同地域の財政自主運営が始まった
ばかりであったため，運営を軌道にのせるために一般目的補助金を通じる
財政的支援が行われたと考えられる。
　図５は，州一般政府の歳出総額に対する特定目的補助金額のシェアを示
している。特定目的補助金額のシェアは，歳出規模との強い結びつきは見
られない。また，シェアの地域間格差も一般目的補助金ほど大きくない。
北部特別地域(ＮＴ)と首都特別地域(ＡＣＴ)の両特別地域でのシェアが低く，
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図４　州・地方政府歳出総額（一般政府）に対する
　　　　　一般目的補助金の比率の推移
北部特別地域(ＮＴ)15から20％を，首都特別地域(ＡＣＴ)20％前後にとど
まっている。これに対し，他の州では，20から30％のシェアに留まって
おり，シェアでみた順位の入れ替えがみられる。
　こうした州間での補助金依存度の違いは，各州の州・地方税獲得努力に
どのような影響を及ぼしているのだろうか。図６は，州一般政府の歳出総
額に対する州・地方税収入の比率の推移を示している。州・地方税収入の
比率は，ニューサウスウェールズ州(NSW),ヴィクトリア州(ＶＩＣ)で最も
高く，45から50％に達している。また，西オーストラリア州(ＷＡ)，首
都特別地域(ＡＣＴ)がそれに続き，全国平均をやや下回る40％前後で推移
している。これに対し，南オーストラリア州(SA)，タスマニア州(ＴＡＳ)，
北部特別地域(ＮＴ)などの比率は相対的に低く，南オーストラリア州(SA)，
タスマニア州(ＴＡＳ)では30％前後，北部特別地域(ＮＴ)では近年やや税
　　　　　　　　　　　　　　－362－
図５　州・地方政府歳出総額（一般政府）に対する
　　　　　特定目的補助金の比率の推移
収獲得努力が向上したが，他の州と比べ極端に低く10％から20％にすぎ
ない。こうした中で，ヴィクトリア州(ＶＩＣ)や南オーストラリア州(SA)
では，州の経済活動の活性化を目指すミクロ経済改革の成果の影響もあ
り，1991年から1995年にかけて州・地方税比率が上昇することになった
が，大部分の州ではさほど大きな変化は見られない。
　以上，我々の実証分析では，オーストラリアの政府間財政関係では，マ
クロ的には分権化仮説，補助金依存仮説の双方が成立するという結果がえ
られた。すなわち，オーストラリアでは連邦制のメリットを活かして，歳
出や歳入項目でより州・地方政府の財政活動へのコミットメントを高める
ことにより，効率的な財政運営がもたらされることが期待できる。ま
た，1990年代の政府間財政移転と各政府部門財政運営との結びつきをミ
クロ的に分析した結果からは，(1)連邦政府は，自らの歳出規模を維持もし
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図６　自主財源（税源）比率の推移
くは拡大する一方で，一般目的補助金や特定目的補助金双方の削減し，経
済改革の負担を州・地方政府に押し付けることになった。（２）各州政府支出
規模と政府間財政移転の関係では，タスマニア州(ＴＡＳ)，北部特別地域
(ＮＴ)などの経済活動に占める政府歳出のシェアが大きい州政府で，一般
目的補助金への依存が高く，徴税インセンティブの向上がみられないこと
がわかった。こうした中でも，経済改革に積極的に乗り出している，南オ
ーストラリア州(SA)やヴィクトリア州(ＶＩＣ)では，改革の成果を通じて
州・地方税収比率の向上することになったが，大部分の州では，政府活動
の財源調達を政府間財政移転に依存する構造が継続している。
　こうした実証分析の結果を考慮すると，オーストラリアの政府間財政関
係で，財政分権化や税源移譲を進めることは政府肥大化を食い止める有効
な手段となりうるのではないかと考えられる。
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　それではオーストラリアは連邦国家でありながら，連邦政府から州政府
への税源移譲がなぜ進まないのか。基幹税源である所得課税，消費課税に
ついて制度的制約を検討した7)。
　まず，所得課税については，各州政府は，戦前，所得税を課していた
が，1942年に戦時立法として統一所得課税制度[The Income Tax Act,
The Income Tax (Assessment)Act, The StatesGrants (Income Tax Reimburse-
ment) Act, The Income Tax (Wartime Arrangements)Actの四つの法律から
なる]が実施され，それ以降連邦政府が独占的に所得課税を行うことにな
る。この法律は，1946年に失効するはずであったが，高等裁判所(High
Court)は制度の継続には何ら問題がないとし，戦後も継続して連邦政府が
所得課税を行うことになる。ただし，フレーザー政権下の1978年以降，
ホーク政櫓下の1989年に至るまで，州政府は望むなら連邦所得税に上乗
せして州所得税を課すことができたが，結局，いずれの州政府も課税を試
みなかった。
　所得課税での州政府への税源移譲が行われなかった理由として，憲法規
定に由来する負の誘因の存在が考えられる。オーストラリアでは，州政府
が所得課税を実施するにあたりなんら憲法上の制限は存在しない。しかし，
その一方で，憲法96条の連邦政府による州政府への財政援助を認める規
定や，憲法51条の連邦政府共管的権限の規定は，連邦政府が連邦所得課
税を前提として州・地方政府に補助金を提供し，その代わりに州政府の政
策に介入することを認めている。その結果，連邦政府は，税源集権化を進
め州・地方政府へのコントロールを強める一方で，州政府のために所得課
税を譲歩しようとはしなくなる。さらに，州政府サイドでも，特に人口が
少ない州が中心となって結託が行われ，所得課税を連邦政府に委ね，連邦
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表７　オーストラリアの租税収入の構成（2000年度税制改革前）:1999-2000年度
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財源に依存することで政治的に財源調達を実現しようというインセンティ
ブが生まれることになる。
　次に消費課税に関して，憲法90条は，連邦政府のみが関税および個別
消費税(excise)を課すことができると規定している。したがって，オース
トラリアでの州政府の消費課税の可能性は，個別消費税の憲法的解釈に依
拠することになる。州政府は，個別消費税をより狭義に捉えようとするの
に対し，オーストラリアの司法は，しだいに個別消費税を広義に解釈しよ
うという立場がとられることになり，それが消費課税での州への税源移譲
を阻む制約となってきた。こうした具体的事例として，1997年ＮＳＷ州
たばこフランチャイズ税(営業税)の違憲判決をあげることができる。
　以上のように，オーストラリアでは憲法規定に由来する政府間での税源
配分上の制約が存在する。こうした制約は，連邦諸国の中でも異例の垂直
的不均衡の大きさや州政府の非効率な租税への依存体質をもたらす一方で，
政府間財政関係での税源移譲を難しくさせていると考えられる。その結果，
オーストラリア州税構造は，給与所得税，土地税，印紙税，金融機関への
課税，ギャンブル税，自動車税，フランチャイズ税などの課税ベースの狭
い非効率な課税に依存することになった(表７は，2000年税制改革以前の
1999-2000年度の政府間での税収構成を表している)8)。
5　2000年税制改革の評価：財・サービス税(ＧＳＴ)の導入
　オーストラリアでは，2000年７月１日より税制改革が実施され，財・
サービス税(Ｇｏｏｄs and Service Tax, 付加価値税，以降ＧＳＴ)が導入されるこ
とになった。改革では，連邦の卸売上税が廃止されただけでなく，いくつ
かの州税の廃止と政府間財政移転の見直しも合わせて行われることになっ
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た。税制改革に伴う政府間財政関係の見直しに関して，1999年４月４日
に首相会議が開かれ，｢連邦一州財政関係改革に関する政府間合意｣が得
られた。この政府間合意の内容のポイントは次の６点に要約される。
　第一は, GST税収の州政府への移譲と財政支援交付金などの廃止につ
いてである9)。ＧＳＴの税収は，全額州政府に支給される。それに伴い，
これまで連邦政府から州政府に供給されてきた一般目的補助金のうち，財
政支援交付金(Financial AssistanceGrants)や州政府へのフランチャイズ税譲
与金は廃止されることになる。
　第二は，制度移行に伴う財源保障と，各州への財源配分についてである。
ＧＳＴ導入後の２年間の移行期間は，いずれの州政府も現在より財政状況
を低下させることのないように財源補てん措置がとられる。それ以降は，
従来から財政支援補助金に適用されてきた財政調整制度に基づいて, GST
税収が各州政府に配分される。
　第三は，特定目的補助金の継続についてである10)。連邦政府から州・地
方政府に供給されている特定目的補助金(Specific purpose payment:ＳＰＰ)は
継続して供給される。豪州の特定目的補助金は，州政府‘への(tｏ)'補助
金，州政府‘を経由する(through)'補助金，‘直接'地方政府に提供され
る補助金の三つに分類され，州政府‘への(to)'補助金がその大部分を占
めている。
　第四は，ＧＳＴの導入に合わせて，連邦税での卸売売上税(Wholesale Sales
Ｔａｘ)が廃止されるだけでなく，州税についても見直しが行われる。州税
の廃止に関連して，2000年７月１日から宿泊税(Bed taxes)が，2001年７
月１日から金融機関への税(Financial　Institutions　Ｄｕty)，証券への印紙税
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(Stump duties on quoted marketable securities)が，2005年７月１日から預金引
き出し，カード決済税(debits tax)を廃止することが約束された。また，こ
の他，州政府はＧＳＴの導入にあわせてギャンブル税の税率調整を行うこ
とも決定された。
　第五は，ＧＳＴ徴収業務および徴税コストの負担についてである。 GST
は国税庁(Australian taxationoffice)が徴収するが，国税庁がＧＳＴを徴収す
るにあたってかかる毎年の税務行政費は，州政府が連邦政府に支払うこと
になる。
　第六は，首相会議に代わり，閣僚評議会が設立されることについてであ
る。 ＧＳＴ導入後は，連邦・州蔵相からなる閣僚評議会(Ministerial Council)
　　　　　　表８　税制改革による政府間歳出配分，税源配分の変化
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が設けられ，政府間合意がきちんと実施されているかどうかが監督される。
閣僚評議会は，連邦交付金委員会が計算する一人当たりの相対的税収必要
係数についても検討する。
　こうした税制改革の結果，財・サービス税は連邦税として位置付けられ
ることになった。一方，州政府に対しては，各州税および財政援助補助金
を廃止する見返りとして財・サービス税税収を全額補助金として配分し，
さらに移行措置として，改革前の財政援助補助金とほぼ同額の補てんを講
じることになった。
　表８は，税制改革前後のオーストラリアの政府間歳出配分，税源配分の
変化を示している。 1998-99年と1999?ＯO年は改革前の配分を，2000-01
年は改革後の配分を示している11)。表にみられるように，オーストラリア
の政府間財政関係は，税制改革に伴い，歳出配分と税源配分の双方で集権
化が一層進むことになった。
６　結論
　現在のオーストラリアの政府間財政関係では，財源の多くが連邦政府に
集中しており，インフラ整備，教育，保険及び医療などで主要なサービス
提供主体となる州・地方政府は，自らの歳出をまかなうにあたり十分の税
収を有していない。そこでは，不足する財源の多くを連邦政府からの財政
移転にたよった財政運営が行われている。こうしたオーストラリア政府間
財政関係での垂直的不均衡は，政府間で不必要なコントロールや依存関係
を生むことになり，ひいては公共部門の財政運営の非効率をもたらしてい
るのではないかという指摘が以前から様々な形でなされてきた。
　この論文では，オーストラリアでの財政分権化や州・地方政府へ税源移
譲と政府活動での効率性の関係を実証的に分析した。ここで得られた結論
は，オーストラリアは，連邦国家でありながら，財政運営で分権的にガバ
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ナンスを行うことで得られる経済的便益を十分享受しておらず，今後さら
に立憲段階で財政分権化や州・地方政府へ税源移譲を進めることは，政府
活動全体の効率化につながる可能性があることを明らかにした。しかし，
現行のオーストラリア憲法では，課税権や政府間での財源賦与等の規定に
あたって，財政分権化を阻む制約や負の誘因が存在しており，その実施を
妨げている。この点に関しては，高等裁判所なども財政分権化について消
極的な立場を取り続けてきた。よって，オーストラリアの公共部門での効
率性を改善するには，憲法90条の解釈をゆるめることによる消費課税の
導入や，憲法96条で保障されている政府間補助金への州・地方政府の依
存を断ち切るために，州所得税の導入を働きかけるといった連邦政府から
地方政府への税源移譲を行う必要がある。
　オーストラリアでは2000年７月から税制改革が行われたが，改革によ
り財・サービス税が連邦税として規定され，その財源が州政府に交付金と
して配付されることになり，政府間での歳出および財源配分の集権化が一
層進むことになった。今後のさらなる税制改革の課題としては，財・サー
ビス税をそのまま連邦税にとどめておくというのではなく，財・サービス
税を連邦と州との間の共通税として位置付け，租税の徴収および配分にあ
たり州政府のより一層のコミットメントを認めるといった選択肢なども検
討されるべきである。
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